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１ 調査概要 

 

（１）調査目的         

  この調査は、地域福祉に対する市民の意識等を把握し、大阪市における今後の地域福祉施策

の推進に資する資料を得ることを目的に実施した。 

 

（２）調査設計 

① 調査対象 

大阪市で住民登録または外国人登録している 18歳以上の者から無作為抽出した 8,000 人 

② 調査期間 

   令和元年 9月 20 日 ～ 令和元年 10月 28 日 

③ 調査方法 

   郵送 

 

（３）調査項目 

 ① だれもが自分らしく安心して暮らし続けられる地域づくりについて 

② 地域での支え合い・助け合いについて                           

③ 地域福祉活動について                                         

④ 災害への備えについて                                         

⑤ 地域における見守りの取り組みについて                          

⑥ 相談支援体制の充実に向けて                                   

⑦ 虐待防止の取り組みについて                                   

⑧ 成年後見制度などの利用促進に向けて 

 

（４）報告書の見方 

① 回答は、各質問の回答者数を基数とした百分率（％）で示し、少数第２位を四捨五入した。

（比率の合計が 100.0％にならない場合がある。） 

 ② コンピュータ入力の都合上、図表において回答選択肢の見出しを簡略化している場合がある。 

 

（５）回収状況 

 ① 回答者数（回答率） 

2,561 人（32.0％） 

② 回答者の状況 

男性

34.0％

女性

63.7％

その他、または、

答えたくない

0.6％

無回答

1.7％

性別
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18歳,19歳

0.5％

20歳代

6.6％

30歳代

11.5％

40歳代

16.1％

50歳代

16.4％

60歳代

17.0％

70歳代

19.3％

80歳以上

11.0％

無回答

1.6％

年齢

会社員（団体職員）

26.6％

自営業

7.7％

公務員

2.3％

パート、アルバイト

16.0％

学生

1.4％

専業主婦、

専業主夫

16.8％

無職

23.2％

その他

3.4％

無回答

2.7％

職業

ひとり暮らし（単身）

20.5％

夫婦のみ

26.9％

二世代（親と子）

42.0％

三世代（親と子と孫）

4.2％

その他

3.7％
無回答

2.6％

世帯構成
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持ち家（一戸建）

34.9％

持ち家（集合住宅）

26.7％
借家（一戸建）

2.2％

借家（集合住宅）

24.5％

社宅

0.6％

公的住宅（市営住

宅・府営住宅など）

7.7％

無回答

3.4％

住居形態

1年未満

3.9％

1～5年未満

18.6％

5～10年未満

15.7％
10年以上

59.1％

無回答

2.7％

居住期間

加入している

62.7％

加入していない

21.7％

わからない

12.5％

無回答

3.1％

町会への加入状況


